
    
平成21年1月21日 

各  位 

 

会 社 名 株 式 会 社 フ リ ー ド

代表者名 代 表 取 締 役 社 長  稲垣 靖彦

 （ＪＡＳＤＡＱ・コード９４２３）

問合せ先 取 締 役  松永 光市

 （ＴＥＬ０３－５４３６－１７０２）

 

 

第三者割当による新株式発行（金銭出資及び現物出資 
（デット・エクイティ・スワップ））に関するお知らせ 

 

当社は、平成 21 年 1 月 21 日開催の当社取締役会において、下記のとおり第三者割当による新株式発行（金

銭出資及び現物出資（デット・エクイティ・スワップ））を行うことについて決議しましたので、お知らせ

いたします。 

なお、当該新株式発行の取締役会決議におきましては、特別利害関係人である中島將典（株式会社フォー

バルの代表取締役で当社取締役を兼務しております。）及び稲垣靖彦は決議に参加しておりません。 

 

記 

 

発行要領 

（１） 発 行 新 株 式 数 ： 普通株式 102,230 株  

（２） 発 行 価 額 ： １株につき 金 4,500 円  

（３） 発 行 価 額 の 総 額 ： 金 460,035,000 円  

 上記のうち、330,075,000 円については、金銭による払込とし、残りの 129,960,000 円については、

下記（10）の要領による現物出資（デット・エクイティ・スワップ）の払込の方法をとるものとする。

（４） 資 本 組 入 額 ： １株につき 金 2,250 円  

（５） 募 集 又 は 割 当 方 法 ： 第三者割当の方法による。  

（６） 申 込 期 日 ： 平成 21 年 2月 6日（金）  

（７） 払 込 期 日 ： 平成 21 年 2月 6日（金）  

（８） 割当先及び割当株式数 ： 株式会社フォーバル 73,350 株

  当社代表取締役 稲垣靖彦 28,880 株

（９） 前記各号については、金融商品取引法による届出の効力発生を条件とする。 

（10） 現 物 出 資 財 産 の 内 容 ： 稲垣靖彦が当社に対して有する弁済期を平成21年 2月 5日とする

金銭債権 

 金 銭 債 権 の 額 ： 金 129,960,000 円 

 

１．募集の目的及び理由 

（１）募集の目的 

当社は、中小企業を対象としたソリューション事業をおこなっており、その主な活動としてビジネスツール販売

業務を展開しております。具体的には、通信業界において、複雑化するサービスや技術の高度化による商品の多様

化への対応が難しい中小企業に対し、通信・ＯＡ機器の切替え提案及び販売、各種通信インフラサービスの加入取

次ぎや再販による通信インフラの提供をおこなっております。また、これらの活動に加え、顧客が利用している通

話や保守メンテナンス等の様々な商品・サービス利用料の請求を一本化することで、煩雑な請求書管理業務を簡易

化するビリングサービス「フラディオ・コレクト」を提供しております。 

しかしながら、平成18年3月期まではソリューション事業においてビジネス代行業務を活動の中心に据えた体制

を構築しており、クライアント企業からの依頼業務量及びインセンティブの低下により業績が悪化いたしました。
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その状況に対応するため、自社ブランドによる営業体制への転換が必要となり、業態整備のための経費や採算性を

確保するのに時間を要しております。 

その影響により、財務状況は悪化し当社は平成20年3月期中間期において債務超過となるとともに、当社株式上

場時価総額は5億円を下回り、上場廃止の可能性がある状況となりました。 

こうした状況の中、平成19年12月6日付で①債務超過の解消、②借入金の返済、③上場時価総額の回復、④事業

の収益体質の強化、といった課題を克服するため、豊田産業株式会社、中部管財株式会社及び有限会社トヨダエン

タープライズを割当先とする第三者割当による新株式発行を決議いたしました。 

これにより、一時的に③上場時価総額については、平成20年1月の月間平均上場時価総額及び月末上場時価総額

が5億円以上に回復したものの、国内経済が原油をはじめとした原材料価格の高騰、米国金融市場の混乱による日

本金融市場の株価下落や非正社員の増加による雇用環境の変化等、事業環境の先行きに不透明感が広がるといった

状況の中、当社の主要マーケットである情報通信市場では、通信キャリア間のサービス格差や固定回線利用者の減

少、携帯電話市場の飽和などにより厳しい状況が続いている影響を受け、再び平成20年2月の月間平均上場時価総

額及び月末上場時価総額が5億円未満となりました。また、業績回復の遅れ及び特別損失の計上から債務超過の解

消には至らず、引続き①債務超過の解消、②借入金の返済、③上場時価総額の回復、④事業の収益体質の強化とい

う課題を残すこととなりました。 

当社は、平成21年3月期末においても、債務超過となった場合は株券上場廃止基準第2条第1項第4号に該当するこ

とになりますが、今期の業績が今の見込みのまま推移した場合、平成21年3月末においても債務超過となる見込みで

あるため、早期に自己資本の充実を図り債務超過を解消する必要があります。 

更に、当社株式につきましては、平成20年2月の上場時価総額（月間平均上場時価総額及び月末上場時価総額）

が5億円未満となったことから、当社は株式会社ジャスダック証券取引所に対し、株券上場廃止基準第２条第１項

第３号に定める書面を提出し、平成20年11月末日までのいずれかの月において、月間平均上場時価総額及び月末上

場時価総額が5 億円以上とならないとき上場廃止となることから、平成20年11月までに上場時価総額を回復する必

要がありました。 

そのため当社は資本増強を図るため、割当先をサンフンカイインベストメントサービシーズリミテッド（以下「サ

ンフンカイ」という）として、平成 20 年 9月 30 日及び同年 10 月 22 日付にて新株式発行の決議を行いました。し

かしながら、平成 20 年 9月 30 日付の新株式発行の決議は、株式会社ジャスダック証券取引所から「株券上場廃止

基準における上場時価総額基準の適用の停止について」の特例措置の発表があり、当社株式の月間上場時価総額及

び月末上場時価総額が 5億円以上にならなければならない期限が平成 21 年 2 月末に変更され、時価総額の課題解

消に時間的猶予が得られ、借入金返済の件についても、平成 20 年 11 月までに返済の必要があった 30 百万円につ

いて平成 21 年 1月末までの返済延期の内諾を得ることができたため、いずれの発行決議も中止いたしました。 

尚、平成21年1月13日付けで株式会社ジャスダック証券取引所の「上場株券に係る上場時価総額基準の取扱いに

ついて」により、上場時価総額基準が5億円未満から3億円未満に一時的に変更されることとなりましたが、当社株

式の月間平均上場時価総額及び月末上場時価総額が依然として3億円未満となっており、平成21年2月末までに3億

円以上にならない場合は上場廃止となります。また、資金面においては、平成21年3月末までに返済期限が到来す

る借入金について返済の目処が立っておらず、財務状況は依然として手元流動資産に比べ借入金が高水準にあり、

金融機関からの新たな借入が容易でない状況のため、大株主からの借入により運転資金を調達している状況であり

ます。更に平成21年3月期末において引続き債務超過となった場合は上場廃止となります。 

当社の上場維持のためには、①債務超過の解消、②借入金の返済、③上場時価総額の回復、④事業の収益体質の

強化、という課題は継続して残っており事業再建によるキャッシュフローの改善と現状の脆弱な財務体質改善のた

めの資本増強が急務であると認識しております。また、③上場時価総額の回復、は平成21年2月末までに、①債務

超過の解消、は平成21年3月末までに、②借入金の返済、は平成21年2月5日までに130百万円、平成21年3月末まで

に300百万円、をそれぞれ解消しなければならない当社は、これらの課題ひとつひとつを個別に対応することは事

業再建への集中を欠くと同時に大きな負担となり、結果、④事業の収益体質の強化の遅れとなると判断しておりま

す。 

そのため、当該増資は、これらの課題うち①債務超過の解消、②借入金の返済、③上場時価総額の回復、を早急

に解決し、残る④事業の収益体質の強化に対しては、フォーバルグループに加わりこれまでの事業提携の関係以上

の支援と協業体制により早期解決を図り、今後の業容拡大に向けた事業戦略を確立するための安定基盤をつくるこ

とを目的としております。 

 

 



（２）第三者割当による新株式発行による資金調達の方法を選択した理由 

当社は、手元流動資産が不足しており借入金の返済に目処が立っていない状況であります。あわせて、上場時価

総額の回復及び債務超過の解消といった早急に解決すべき課題を抱えております。 

こうした状況のなか、金融機関からの新たな借入れにより資金を調達することで借入金の返済をした場合、資本

増強は図れず、新株予約権の手法においては、平成 21 年 2月中に権利行使が実施されない場合、平成 21 年 2 月末

までに上場時価総額を回復できないリスクがあり当社の課題が解決できない恐れがあります。 

上記（１）募集の目的に記載の通り、今回の増資の目的は①債務超過の解消、②借入金の返済、③上場時価総額

の回復、④事業の収益体質の強化、という課題の克服にあります。特に既存株主様の保護を目指すためには、事業

再建による根本的な財務体質の強化を前提とした上場時価総額の早期回復が必要であります。新株予約権よりも株

式の発行を第三者割当の方法で実施することが最適な資金調達手段と判断しております。 

 

（３）金銭の払込と併せて現物出資（デット・エクイティ・スワップ）による資金調達を選択した理由 

当社は、第三者割当による新株式発行の割当先の検討に際して、当社の大株主であり業務提携先である株式会社

フォーバルから、合計 330 百万円の当社株式の引受を行っていただく旨の意向をいただいておりました。 

当社が、330 百万円の増資を行うことで、平成 21 年 1月 13 日にジャスダック証券取引所から発表された「上場

株券に係る上場時価総額基準の取扱いについて」により上場時価総額基準が 5億円未満から 3億円未満に一時的に

変更されたことから、330 百万円という規模の増資のみでも上場時価総額の回復が可能であると見込んでおります。 

しかしながら、上場時価総額基準の変更は平成 21 年 12 月末までの時限的措置であること、更には、昨今の株式

市場の先行き不透明な状況から不測の事態を考えた場合、当社の債務超過の解消に至らない可能性が高く、当社が

上場廃止となるリスクが依然として残ることとなります。 

そのため、更なる割当先を探す必要がありますが、当社が株式会社フォーバルの子会社となり事業再建に集中す

るためには、意見の異なる複数の大株主が存在する環境をつくることは賢明ではなく、更に、今後の当社の事業目

的及び事業方針に対し株式会社フォーバルとコンセンサスの取れた相手を割当先とすることが重要であります。 

また、当社の上場維持を図るための債務超過の解消は、平成 21 年 3月末までに行わなければならないことから、

株式会社フォーバルと意思疎通のできる新たな割当先を選定するには時間的猶予がありません。 

こうした状況から、当社取締役会としては、当社の大株主であり当社代表取締役である稲垣靖彦が割当先として

は最も適当であると判断し、増資の引受けを依頼することとしました。 

しかしながら稲垣靖彦は現在 130 百万円の貸付を当社に対して行っており、当社の債務超過を解消する規模の増

資（約 1億円）に応じるだけの資産を有しておりません。 

そのため当社の上場を維持するためには、稲垣靖彦が当社に対して有している金銭債権 130 百万円を現物出資

（デット・エクイティ・スワップ）により資本調達を図ることにしました。 

 

２．調達する資金の額及び使途 

（１） 調達する資金の額（差引手取概算額） 

金銭により調達する資金の額   325 百万円 

発行価額の総額 460 百万円のうち、130 百万円につきましては、当社に対する金銭債権の現物出資（デット・エ

クイティ・スワップ）であるため、資金の調達はありません。 

 

（２） 調達する資金の具体的な使途及び資金の支出予定時期 

当該第三者割当増資による資金使途につきましては、以下のとおりとなります。 

金銭による払込額の 330 百万円（予定額）より、発行諸費用の概算額 5百万円を差し引いた差引手取概算額 325

百万円については、当該増資払込の翌日に下記の借入金の返済に充当する予定であります。なお、以下の借入金の

返済を行うことにより、当社が現在有する返済期限の設定されている借入金については全て返済することができま

す。 

相手先 借入残額 返済額 備考（現在の借入条件等） 

株式会社フォーバルテレコム 250 百万円 250 百万円 年利 2.25％で返済期日平成 21 年 3 月 

株式会社フォーバル 50 百万円 50 百万円 年利 2.25％で返済期日平成 21 年 3 月 

豊田産業株式会社 25 百万円 25 百万円 年利 2％及び 3％で毎月返済、最終返済月は平成 22 年 3 月
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現物出資（デット・エクイティ・スワップ）の対象となる当社借入金の詳細は以下のとおりです。 

相手先 借入残額 現物出資額 備考（現在の借入条件等） 

稲垣靖彦（当社代表取締役） 130 百万円 130 百万円 年利 0.91％で返済期日平成 21 年 2 月 5 日 

※当初平成21年4月19日返済予定の借入金100百万円

につきましては返済期日を上記に短縮しております。 

 

 

（３） 調達する資金使途の合理性に関する考え方 

当社は、利益率が改善する予想ではあるものの、上記１．（１）募集の目的に記載した通り、業績が予想通りに

推移した場合、平成 21 年 2 月（又は平成 21 年 3 月）に返済期限のある借入返済資金を調達できないため、企業

活動の継続の危機に陥ります。あわせて債務超過の解消及び上場時価総額 3 億円を回復できない場合は上場廃止

となり、株主の皆様の利益を損なうものと考えております。尚、稲垣靖彦への割当額は当社に対する金銭債権の

現物出資（デット・エクイティ・スワップ）によるものであるため、払込金総額である 130 百万円の当社短期借

入債務が減少することが可能であり債務超過解消及び財務状況の改善が図れます。尚、「１．（３）金銭の払込と

あわせて現物出資による資金調達の方法を選択した理由」にて述べましたとおり、当社の現在の状況において、

株主利益を守るために上場廃止を回避するためには、稲垣靖彦を引受先とする第三者割当増資において現物出資

（デット・エクイティ・スワップ）を選択することはやむをえないと判断しております。 

以上のとおり、当社が抱えているこれらの課題を解決することは企業価値の向上に資するものと考えており、十

分合理性に叶うものと判断しております。 

 

３．最近3年間の業績及びエクイティ・ファイナンスの状況 

 

（１） 最近 3年間の業績（連結） 

（単位：百万円） 

事 業 年 度 の 末 日 平成 18 年 3月期 平成 19 年 3月期 平成 20 年 3月期 

売 上 高 2,535 1,289 815

営 業 利 益 473 △798 △602

経 常 利 益 444 △803 △608

当 期 純 利 益 248 △827 △882

純 資 産 1,069 499 △227

総 資 産 1,612 923 465

1 株当たり当期純利益(円) 31,701.03 △31,069.82 △27,386.41

1 株当たり年間配当金(円) 5,000.00 － －

1 株当たり純資産 (円 ) 124,597.81 17,259.19 △5,502.72

 

（２） 現時点における発行済株式数及び潜在株式数の状況 

種 類 株 式 数 発行済株式総数に対する比率 

発 行 済 株 式 数 41,300 株 100.0%

現時点の転換価額（行使価

額）における潜在株式数 
－株 －% 

 

（３） 最近の株価の状況 

①最近３年間の状況 

 平成 18 年 3月期 平成 19 年 3月期 平成 20 年 3月期 

始値 810,000 円 346,000 円 35,000 円

高値 1,720,000 円 370,000 円 35,000 円

安値 282,000 円 28,330 円 9,020 円

終値 338,000 円 35,000 円 9,230 円
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   ②最近6か月間の状況 

 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 

始値 9,990 円 9,600 円 9,210 円 9,000 円 8,000 円 6,150 円

高値 12,090 円 12,000 円 11,500 円 11,500 円 8,800 円 6,150 円

安値 8,700 円 8,960 円 8,100 円 6,600 円 5,900 円 3,660 円

終値 8,740 円 9,300 円 9,000 円 8,000 円 6,100 円 5,210 円

 

   ③発行決議日前日における株価 

 
 平成 21 年 1月 20 日現在

始値 5,850 円 

高値 6,150 円 

安値 5,750 円 

終値 5,810 円 

 

 

 

 

 

 

 

（４） 今回のエクイティ・ファイナンスの状況 

 ・第三者割当による新株式の発行 

発行期日 平成 21 年 2月 6日 

調達資金の額 460 百万円 

募集時における発行済株式数 41,300 株 

当該増資による発行株式数 102,230 株 

募集後における発行済株式総数 143,530 株 

割当先 
株式会社フォーバル 

稲垣 靖彦 

 

（５） 最近 3年間のエクイティ・ファイナンスの状況 

 

・第三者割当による新株予約権の発行 

発行期日 平成 18 年 12 月 19 日 

調達資金の額 297 百万円（差引手取概算額、発行価額：95,254 円） 

募集時における発行済株式数 25,740 株 

募集時における潜在株式数 

当初の行使価額（111,800 円）における潜在株式数：2,640 株 

行使価額上限値（     －円）における潜在株式数：    －株 

行使価額下限値（ 43,000 円）における潜在株式数：6,960 株 

現時点における転換状況 

（行使状況） 

転換済株式数（行使済株式数）：3,180 株 

（残高 0 円、転換価額（行使価額） 94,254 円）   

当初の資金使途 事業基盤の体制整備、採用・教育の再整備、他運転資金等に充当 

割当先 ウェル・フィールド証券株式会社 

支出予定時期 平成 18 年 12 月より随時支出 

現時点における充当状況 
ソリューション事業におけるビリングサービス及び新卒採用・教育の必

要資金に充当いたしました 

（注）新株予約権にかかる調達資金は、全数が行使された金額を記載しております。 

  

・第三者割当による新株式の発行 

発行期日 平成 19 年 12 月 25 日 

調達資金の額 155 百万円（差引手取概算額、発行価額：12,700 円） 

募集時における発行済株式数 28,920 株 

当該増資による発行株式数 12,380 株 

割当先及び割当株式数 豊田産業株式会社 （10,400 株） 
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中部管財株式会社 （1,240 株） 

有限会社トヨダエンタープライズ （740 株） 

当初の資金使途 業績回復及び事業基盤立て直しのための運転資金、借入金返済等に充当

支出予定時期 平成 19 年 12 月～平成 20 年 11 月 

現時点における充当状況 

業績の回復に時間がかかり、回復までの期間における営業キャッシュフ

ローの減少幅を小さくするために、まずは、リストラクチャリングを優

先いたしました。そのため、業績の回復ための資金として 10 百万円事

業基盤建て直しのための施策のうち、リストラクチャリング実施による

費用として、事業基盤立て直しのため事務所の移転に関わる費用工事

費、リースの解約費用、移転費用及び人員削減費用の一部に 112 百万円、

借入金の一部返済等に 33 百万円、充当いたしました。 

 

 

４．募集後の大株主及び持株比率 

募集前（平成 20 年 9 月 30 日現在） 募集後 

豊田産業株式会社 25.18% 株式会社フォーバル 56.68%

株式会社フォーバル 19.37% 稲垣 靖彦 20.42%

有限会社ナイル 10.12% 豊田産業株式会社 7.25%

有限会社イズ 8.37% 有限会社ナイル 2.91%

中部管財株式会社 3.00% 有限会社イズ 2.41%

有限会社トヨダエンタープライズ 1.79% 中部管財株式会社 0.86%

内田 正一 1.78% 有限会社トヨダエンタープライズ 0.52%

海老澤 一 1.21% 内田 正一 0.51%

フリード社員持株会 1.19% 海老澤 一 0.35%

稲垣 靖彦 1.02% フリード社員持株会 0.35%

 （注）発行済株式総数に対する割合であります。募集後の状況は、平成 20 年 9 月 30 日現在の株主名簿に基づき 

記載しております。 

 

５．業績への影響の見通し 

当該第三者割当による業績への影響は、今回の資金使途が借入の返済であるので、今期の業績に与える影響に関

しては軽微なものと考えておりますが、来期以降の中長期的な観点から、収益力が向上し企業価値の向上に資するも

のであると考えております。 

 

６．発行条件等の合理性 

 （１）発行価額の算出根拠 

発行価額につきましては、直近の平均株価が客観的であると判断し、当該増資に係る取締役会決議の前日より遡

り 30 営業日である平成 20 年 12 月 3 日から平成 21 年 1 月 20 日までの終値の平均株価 4,971 円を基準として、1

株 4,500 円（ディスカウント率 9.47% ）といたしました。 

なお、当該ディスカウント率は、株式会社ジャスダック証券取引所が公表した当社株式の普通取引の終値平均株

価である 4,971 円であるのを参考価額に、過去の事例および増資の規模に照らして決定しており、発行価額は合理

的であると判断しております。 

 

 （２）発行数量及び株式の希薄化の規模が合理的であると判断した根拠 

当該第三者割当による新株式の発行にあたり、現在の当社の発行済株式総数に対して347.53%の株式の希薄化が

生じることになります。しかしながら、当社は、平成21年2月末までに月間平均上場時価総額及び月末上場時価総

額が3億円以上にならなければ上場廃止となります。また、平成20年3月期において債務超過（301百万円）となっ

ており、業績予想のとおり推移した場合、平成21年3月期末も約400百万円の債務超過となる見通しであることから

この場合にも上場廃止となります。更には、平成21年2月5日までに返済期限が到来する借入金130百万円及び平成

21年3月末までに返済期限が到来する借入金300百万円については返済の目処が立っておりません。 
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この状態を解消するため、財務基盤の強化を図り、事業の継続及び企業価値の回復を実現することが急務となっ

ております。当社といたしましては、現事業における収益だけでは平成21年3月期中に債務超過を解消することは

困難であると判断し、また資本の増強による財務基盤の安定化、事業収益の向上を図らない限り、金融機関等から

今後の事業運営に係る資金を継続的に調達することは困難であると考えております。そのため、必要規模としても

債務超過を解消する規模の増資が必要であると判断しております。加えて、時価総額を平成21年2月末までに月間

平均上場時価総額及び月末上場時価総額が3億円以上に回復する必要があること、及び、現在の手元資金において、

返済期限のある借入金の返済の目処が立っていないことからも今回の増資金額460百万円は最低限必要となると考

えております。 

上記課題を克服し、上場企業として事業を継続発展させ経営の安定化を図ることが、既存株主の利益保護に繋が 

るものであり、本発行数量及び株式の希薄化の規模は合理的であると判断しております。 

以上より 460 百万円規模の増資が必要です。 

 

 （３）稲垣靖彦に対する発行価額の合理性 

当該増資の発行価額につきましては、「（１）発行価額の算出根拠」のとおり、株式会社フォーバル及び稲垣靖

彦ともに１株4,500円（ディスカウント率9.47％）といたしました。稲垣靖彦への割当分は、当社の稲垣靖彦から

の借入金130百万円の現物出資（デット・エクイティ・スワップ）によるものです。稲垣靖彦は当社代表取締役で

あり当社の経営における最高責任者という立場ではありますが、株式会社フォーバルと同等にディスカウント率を

採用しております。 

これは、稲垣靖彦からの借入金利は年利0.91%と他の大株主からの借入金利（フォーバルグループ2.25%、豊田産

業株式会社2%及び3%）や一般借入金と比較しても非常に低い設定であったこと、当社の資金繰りの状況から度々返

済期日の延長を依頼しておりましたこと、更にはこの度の株式会社フォーバルの子会社となることで、今後、代表

取締役を外れる事態も想定されることなどを加味した結果、妥当であると判断しております。 

 

 

７．割当先の選定理由等 

 （１）割当先の概要（2008 年 9 月 30 日現在） 

（１） 名     称 ： 株式会社フォーバル（ジャスダック：8275） 

（２） 事  業  内  容 ： 
情報通信機器販売事業 

通信サービス事業 

（３） 設 立 年 月 日 ： 昭和 55 年 9月 

（４） 本 店 所 在 地 ： 東京都渋谷区神宮前五丁目 52 番 2号 

（５） 代表者の役職・氏名： 代表取締役 大久保 秀夫 

（６） 資 本 金 の 額 ： 4,150,294 千円 

（７） 発 行 済 株 式 数 ： 13,866,311 株 

（８） 純  資  産 ： 10,663 百万円 

（９） 総  資  産 ： 16,369 百万円 

（10） 事業年度の末日： 3 月 31 日 

（11） 従  業  員  数： 469 人 

（12） 大株主構成及び持株比率：（2008 年 9 月 30 日現在） 

 有限会社エス・エヌ・ケー  20.5%

 大久保 秀夫 15.5%

 大久保 洋子 6.8%

 株式会社光通信 4.3%

資 本 関 係 割当先は当社株式を 8,000 株保有しております。 

取 引 関 係 当社取扱商品の仕入先であります。 

提出日現在、当社は割当先より 50,000,000 円の借入れ

があります。 

（13） 当社との関係等： 

人 的 関 係 役員の兼務が 1名あります。 
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関連当事者へ

の 該 当 状 況

当社大株主であり、当社関連当事者に該当しておりま

す。 

（14） 最近 3年間の業績                           （単位：百万円） 

事 業 年 度 の 末 日 2006 年 3 月期 2007 年 3 月期 2008 年 3 月期 

売 上 高 15,853 13,057 12,900

営 業 利 益 △111 △1,425 △627

経 常 利 益 34 △1,085 △375

当 期 純 利 益 738 △1,004 17

1 株当たり当期純利益(千円) 53.30 △72.84 1.24

1 株当たり年間配当金(千円) 20.00 20.00 12.50

1 株 当たり純資産 ( 千円 ) 915.86 811.01 774.69

 

（１） 名     称 ： 稲垣 靖彦 

（２） 住     所 ： 愛知県一宮市 

資 本 関 係 割当先は当社株式を 425 株保有しております。 

取 引 関 係 提出日現在、当社は割当先より 130,000,000 円の借入れ

があります。 

人 的 関 係 当社代表取締役社長。 
（３） 当社との関係等： 

関連当事者へ

の 該 当 状 況

当社取締役であり、当社関連当事者に該当しておりま

す。 

 

（２）割当先を選定した理由 

当社は、「１．募集の目的及び理由」に述べました当社が抱える課題を克服する場合、一時的な対処ではなく、

かような状況を繰り返さないための根本的な対策が必要であります。そのためには、事業再建（④事業の収益体質

の強化）が最も重要であり、その上で①債務超過の解消、②借入金の返済、③上場時価総額の回復、の課題を克服

することが必要となります。 

そのため、当社は、増資における割当先を選定するにあたり、資本関係のみならず、当社と事業上の相乗効果が

見込める企業（以下「事業シナジーを有する企業」）であることを重要な要素として検討して参りました。 

当社は、これらの要素を充足する割当先としてサンフンカイを選定し、平成 20 年 9 月 30 日及び同年 10 月 22

日付にて新株式発行の決議を行いました。しかしながら、平成 20 年 9月 30 日付の新株式の発行決議は、株式市場

全体の株価状況の下落にともなう発行価額の見直しのため、平成 20 年 10 月 22 日付の発行決議は株式会社ジャス

ダック証券取引所から「株券上場廃止基準における上場時価価額基準の適用の停止について」の特例措置の発表が

あり、当社株式の月間平均上場時価総額及び月末上場時価総額が 5 億円以上にしなければならない期限が平成 21

年 2月末に変更され、時価総額の課題解消に時間的猶予が得られたため、いずれの発行決議も中止いたしました。 

このような状況下、当社は平成 20 年 11 月 5 日以降本日に至るまでの間、再度、①債務超過の解消、②借入金の

返済、③当社株式の上場時価総額の回復、④当社事業の収益体質を強化、といった課題を克服することが可能な増

資の引受け先を、サンフンカイのみならず、その他の企業も含めて検討を行いました。 

また、平成 21 年 1月 13 日に株式会社ジャスダック証券取引所から発表された「上場株券に係る上場時価総額基

準の取扱いについて」により、上場時価総額基準が 5億円未満から 3億円未満に一時的に変更されることとなりま

した。 

当社は、増資の引受先の検討に当たって、当社の大株主であり業務提携先である豊田産業株式会社及び株式会社

フォーバルとも当社事業の再建について検討を重ねて参りました。元々当社は通信業界において中小企業に対し、

通信・ＯＡ機器の切替え提案及び販売、各種通信インフラサービスの加入取次ぎや再販による通信インフラの提供

をおこなうと同時に請求書管理業務を簡易化するビリングサービスを提供しております。ビリングサービスによる

債権回収率は 99.7%と非常に高く、顧客とも強固な関係を築いております。そのため、当社の情報通信分野での経

験と知識、及び強固な関係を持つ顧客を活かすことが事業再生へ繋がると考えておりました。そのためその実現に

は、株式会社フォーバルとの関係を、商品・サービスの提供を中心とした業務提携にとどまらず、株式会社フォー

バルからの追加資本を受けることで株式会社フォーバルの子会社となり更に強い協業体制を築くことが最も効果

的であるとの判断に至り、株式会社フォーバルに当社の再建に協力いただく旨合意を得ました。 
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フォーバルグループは、同じ情報通信分野において「総合ブロードバンド・ソリューション」を提供するグルー

プ企業として、複数の通信回線事業者、複数の情報通信機器メーカーを取り扱うマルチキャリア・マルチベンダー

という事業スタイルを確立し、中小企業に対し情報通信の総合サービスを提供及び積極的な商品開発をおこなって

おります。そのため当社は、フォーバルグループの強みをあまりなく享受できる体制として当該グループの子会社

となることになります。

当社は株式会社フォーバルの子会社となることで、これまでの商品・サービス等の提供にとどまらず、フォーバ

ルグループの商品戦略及び事業ノウハウの共有、商品開発への参加が可能となるため、当社の今後の収益に貢献し

迅速な事業再建が可能になると考えています。また、事業管理部門をはじめとする事業機能をフォーバルグループ

内で共有することにより固定コストの削減が可能となります。このような増収及びコスト削減の効果が期待できる

ことから、株式会社フォーバルを割当先とした第三者割当増資を行うことにしました。さらに、株式会社フォーバ

ルの子会社となり事業再建に集中するためには、フォーバルグループと利害が一致するとは限らない複数の大株主

が存在することは望ましくないため、当社代表取締役の稲垣靖彦に増資引受けを依頼することとし、稲垣靖彦が持

つ当社に対する金銭債権 130 百万円の現物出資（デット・エクイティ・スワップ）による第三者割当増資を行うこ

とにしました。 

株式会社フォーバル、稲垣靖彦を割当先とすることで、①債務超過の解消、②借入金の返済、③上場時価総額の

回復、④事業の収益体質の強化、という課題の解消が可能となり、今後の業容拡大に向けた事業戦略の確立と安定

基盤の確保ができるものと判断しております。 

 

 （注）本割当は、日本証券業協会の会員である証券会社の斡旋を受けて行われたものではありません。 

 

 （３）割当先の保有方針 

株式会社フォーバルは、経営に積極的に協力し、企業価値向上を目指した投資であり、安定的な資本関係を維持

し長期保有する方針と伺っております。稲垣靖彦は、経営に責任があることから、割当てられた株式につきまして

は長期保有する方針であります。 

また、割当先との間におきまして、払込期日より 2年間において、当該割当新株式の全部又は一部を譲渡した場

合には、直ちに譲渡を受けた者の氏名及び住所、譲渡株式数、譲渡日、譲渡価額、譲渡の理由、譲渡の方法等を当

社に書面にて報告することの内諾を受けております。 

 

 （４）その他重要な契約等 

当社は、割当先及び当社の関係者間で本件新株式発行に関する契約及び株券消費貸借契約等を締結しておりませ

ん。またその他の重要な契約もありません。 

以上 


